


 

 

・担い手の確保 

令和６年度までに中間管理機構などを通じて、耕作放棄地の１割を担い手集積す

る。（令和元年放棄地：１３８ｈａ） 

新たな担い手の確保として、令和６年度までに市内での新規就農者を延べ１０人

確保する。 

 

   ・生産性・付加価値の向上 

    令和６年度までに、棚田を含む農地における担い手農地集積率を５％増加させる

(令和元年：２２．３％)。 

令和６年度までにスマート農業を加速させ、全域で自動草刈り機又はドローン導

入率を２割増加させる。（令和元年度：７台） 

 

 （２）棚田等の保全を通じた多面にわたる機能の維持・発揮 

   ・農産物の供給の促進 

令和６年度までに中山間直接支払に申請している棚田で生産される、米等の土地

利用型作物の作付面積を、１，４４９ｈａから３ｈａ増加させる。 

 

・自然環境の保全・活用 

令和６年度までに環境保全型の農業（有機農業/カバークロップ/堆肥の施用等）

の実施面積を２１ｈａから３ｈａ増加させる。 

有害鳥獣の捕獲数２，８４６頭（令和元年度）を、令和６年まで維持する。 

 

・良好な景観の形成 

令和６年度までヒマワリやコスモスなど景観形成作物の栽培、２．４ｈａを維持

し景観整備を進める。 

 

・伝統文化の継承 

    棚田の有する歴史的な価値や特徴を活かした振興活動を、文化財に関連する担 

    当部局や市民活動等と連携し、検討を行う。 

 

（３）棚田を核とした棚田地域の振興 

・棚田における都市農村交流を通じた関係人口の創出・拡大による地域振興 

農業体験イベントや移住体験等を年１回程度開催することで、令和６年までに移

住・定住者を５人確保する。 

 

・棚田を観光資源とした地域振興 

令和６年度までに市内において２軒の空き家/古民家を再生・活用する。 

景観形成作物の作付を行うことで、景観整備と観光客の誘致を行う。 

 

 ・棚田米等を活用した六次産業化の推進 

令和６年度までに地域商社を利用し、棚田米を使用した商品を３個販売する。 








